
（百万円未満切捨て）

１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

(2）連結財政状態 

(3）連結キャッシュ・フローの状況 

２．配当の状況 

 （注）19年３月期の中間期末の１株あたり配当金（2,500円）は平成19年１月１日付の１株を５株とする株式分割実施前の発行済株式総数に基

づくものであり、19年３月期の期末ならびに20年３月期の中間期末の配当金（各500円）、20年３月期の期末の配当金（700円）、および

21年３月期の中間期末及び期末の配当金（各600円）は実施後の発行済株式総数にに基づき算出したものであります。また、19年３月期

の「配当性向（連結）」は、１株当たり配当金（年間）を1,000円として算出しております。 

  

３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

  平成20年３月期 決算短信 平成20年５月８日

上場会社名 エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 上場取引所 東証一部 

コード番号 8933 ＵＲＬ http://www.nttud.co.jp/ 

代表者     （役職名）代表取締役社長 （氏名）三ツ村 正規 

問合せ先責任者 （役職名）取締役財務部長 （氏名）奥田 孝浩 ＴＥＬ （03）6811－6424 

定時株主総会開催予定日 平成20年６月19日 配当支払開始予定日 平成20年６月20日 

有価証券報告書提出予定日 平成20年６月20日 

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 138,206 7.8 28,718 14.5 26,196 14.2 14,758 13.6 

19年３月期 128,215 15.7 25,091 15.5 22,938 25.0 12,995 14.0 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 4,484 09   ― 11.3 3.5 20.8 

19年３月期 3,948 64   ― 10.8 4.1 19.6 

（参考）持分法投資損益 20年３月期 2,245百万円 19年３月期 1,624百万円

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 900,325 177,969 15.1 41,442 57 

19年３月期 581,848 125,169 21.5 38,007 98 

（参考）自己資本 20年３月期 136,395百万円 19年３月期 125,091百万円

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による

キャッシュ・フロー 
財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 5,700 △77,893 85,038 15,101 

19年３月期 △5,076 △32,995 20,823 2,255 

   １株当たり配当金 配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） （基準日） 中間期末 期末 年間

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
19年３月期 2,500 00 500 00 3,000 00 3,291 25.3 2.7
20年３月期 500 00 700 00 1,200 00 3,949 26.8 3.0
21年３月期 
（予想） 600 00 600 00 1,200 00 － 26.3 －

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結
累計期間 64,400 13.8 17,100 54.7 14,300 43.4 8,100 35.3 2,461 11 

通 期 147,000 6.4 34,500 20.1 28,500 8.8 15,000 1.6 4,557 61 
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４．その他 

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 有 

（注）詳細は、14ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 

② ①以外の変更        無 

（注）詳細は、28ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法」および33ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3）発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、46ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。 

（参考）個別業績の概要 

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

(2）個別財政状態 

新規 １社 （社名 ユーディーエックス特定目的会社） 除外 －社 （社名 ―）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 3,291,200株 19年３月期 3,291,200株

② 期末自己株式数 20年３月期 －株 19年３月期 －株

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 128,751 8.1 27,937 15.1 25,418 14.9 14,180 13.2 

19年３月期 119,077 16.1 24,266 14.2 22,114 25.0 12,526 13.8 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭

20年３月期 4,308 57   ―

19年３月期 3,805 99   ―

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 675,159 133,726 19.8 40,631 41 

19年３月期 568,048 122,999 21.7 37,372 34 

（参考）自己資本 20年３月期 133,726百万円 19年３月期 122,999百万円

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づいた分

析・判断によるものであり、実際の業績につきましては、経営環境の変化等により異なる結果となる可能性があり

ます。 

- 2 -

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱（8933）　平成20年３月期決算短信



１．経営成績 
  

(1） 経営成績に関する分析 

  

［当期の経営成績］  

 当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は、好調な企業収益に支えられ、設備投資が堅調に推移し、個人消費

の持ち直しの兆しが見られるなど、景気の拡大基調を維持してきました。後半は、サブプライム住宅ローン問題から

端を発した米国経済の減速等から、わが国経済においても景気の後退リスクが高まりました。また、原油価格の高騰

が続くなど、景気の動向は先行き不透明な状況にあります。 

 賃貸オフィス市場においては、企業のオフィス需要は旺盛であり、東京都心部の大型ビルについては、空室率が低

い水準で推移するとともに、平均賃料が上昇するなど、市場は拡大基調を維持しております。一方、マンション分譲

市場においては、地価高騰や建築費用の増加に伴う物件価格の上昇が続く中で、商品企画やエリアによる物件の選別

化傾向が顕著となり、特に郊外や交通利便性の劣る地域では販売が長期化する等の影響がみられます。また、平成20

年１月１日時点の地価公示においては、全国平均の地価動向は住宅地および商業地ともに２年連続で上昇し、東京、

大阪、名古屋の三大都市圏や地方圏の中心都市においては、堅調な需要を背景に地価上昇が続きました。ただし、三

大都市圏においても地価の上昇基調の鈍化が見られており、また地方圏においては地価の下落した地点が大半を占め

るなど、先行きについては、景気動向の影響を受けやすい状況にあります。 

 こうした事業環境の中、当連結会計年度を最終年度とする３ヵ年の中期経営計画「Ｃ＆Ｐ０７(Change & Proceed  

to 2007)」（平成17年５月発表）の達成に向け、成長基盤の確立とコア事業である不動産賃貸事業および分譲事業の

強化について邁進してまいりました結果、平成18年度（2006年度）において、経営指標の目標値を１年前倒しで達成

することができました。 

 以上の結果、当連結会計年度における経営成績は四期連続の増収増益となりました。コア事業である不動産賃貸事

業および分譲事業の拡大等により、営業収益は138,206百万円（前期比9,990百万円増）、営業利益は28,718百万円

（3,627百万円増）となりました。また、持分法投資利益の増による営業外収益の増に対して、支払利息の増等により

営業外費用が増加したことから、経常利益は26,196百万円（前期比3,258百万円増）となりました。当期純利益は、厚

生年金基金の代行返上益を特別利益に計上するとともに、固定資産除却損を特別損失に計上したこと等により、

14,758百万円（前期比1,762百万円増）となりました。 

  

 当連結会計年度の事業の種類別セグメントごとの営業収益の状況は、次のとおりであります。なお、本文において各

事業の営業収益はセグメント間の内部営業益又は振替高を含んだ数値を記載しております。 

                             （単位：百万円）  

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、各セグメントの収益にはセグメント間の 

          内部営業収益又は振替高を含めております。 

      ２．「消去」は、各事業区分間において重複している内部営業収益、または振替高を指します。 

  

事業の種類別セグメントの名称 平成19年３月期 平成20年３月期 

 不動産賃貸事業 85,312 89,917 

 分譲事業 32,680 38,415 

 その他の事業 13,524 13,845 

 消去 △3,301 △3,971 

 合計 128,215 138,206 
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   ① 不動産賃貸事業 

    当連結会計年度における東京都心部のオフィス賃貸市場では、大型ビルの空室率は２％台で推移しており、ほ

ぼ満室稼働が続きました。企業の好調な収益を背景にオフィス需要が旺盛である一方で、オフィス面積の新規供

給が減少していることから、需給逼迫の状況が続いており、平均賃料は引き続き上昇基調にあります。一方、地

方圏においては、主要都市では賃料の下げ止まり傾向がみられるものの、空室率の推移には都市間の差異があ

り、完全な市場の回復までには至っておりません。 

 こうした事業環境の中、当社グループ保有物件の空室率については、東京都心5区では平成19年３月末の0.9%か

ら、平成20年３月末までの１年において0.5%へと低下し、ほぼ満室稼働が続きました。一方、全国の空室率は、

テナントの退去等にともない、平成19年３月末の2.1%から4.2%と上昇しましたが、引き続き低い水準で推移して

おります。なお、当連結会計年度においては、新規に竣工したビルはありません。 

 当連結会計年度における不動産賃貸事業につきましては、アーバンネット大手町ビル（東京都千代田区）や大

手町ファーストスクエア（東京都千代田区）等の東京都心部を中心とした既存物件において、賃料改定等により

賃貸収入が増加し、増収となりました。新規物件については、平成19年３月に組成したＮＵ－３ファンドおよび

ＮＵ－４ファンドが保有する物件からの賃料収入等により、増収となりました。 

     平成20年３月には、収益基盤を強化するため、秋葉原ＵＤＸ（東京都千代田区）を保有するユーディーエック

ス特定目的会社の優先出資証券を追加取得し、連結子会社としました。本特定目的会社を連結対象としたことに

伴い、平成21年３月期より連結収益の増加を見込んでおります。 

    なお、新規ビルの開発事業については、平成19年３月に着工した大手町一丁目地区第一種市街地再開発事業

（第一次再開発事業）は平成21年３月末の竣工を目指し、順調に進捗しております。大阪駅北地区先行開発区域

（Ａ・Ｂ・Ｃブロック）の開発プロジェクトについては、平成19年６月に用地の引渡しが行われ、平成20年２月

には都市計画が決定されました。また、京都四条烏丸における開発プロジェクトは、平成19年９月に施行された

京都市の新景観条例への対応を図りつつ進めており、平成22年の竣工を目指しております。 

 以上の結果、不動産賃貸事業における当連結会計年度の営業収益は89,917百万円（前期比4,604百万円増）とな

りました。営業費用は、減価償却費の減があったものの、ビルの維持管理に係わる費用増等により、63,891百万

円（前期比1,764百万円増）となりました。営業利益は26,025百万円（前期比2,840百万円増）となり、営業利益

率は前期の27.2%から、当期は28.9%へ改善しました。 

  

不動産賃貸事業における用途別の営業収益等の状況については以下のとおりであります。なお、各数値について

は連結の数値を記載しております。 

    （注）１．貸付可能面積は、３月31日現在の数値です。 

       ２. 転貸による貸付可能面積には、当社および連結子会社間の契約による転貸は含まれません。 

  

また、当社グループの空室率の状況は以下のとおりであります。 

  

また、当社グループでは、賃貸事業用物件の価値判断の基準として、ＮＯＩ（注）を重視しております。 

  当連結会計年度のＮＯＩについては、全国では52,748百万円（前期比2,243百万円増）となりました。東京都心

部ならびに東京都その他及び周辺都市部においては、主に東京都心部における既存ビルの賃料更改が進んだことに

より、30,146百万円（前期比1,113百万円増）となりました。地方都市部においては、ＮＴＴグループから取得し

た分譲用地等の地代収入の増等により、22,601百万円（前期比1,130百万円増）となりました。 

区分  摘要 平成19年３月期 平成20年３月期 

  

 オフィス・商業 

  

収益  79,691 百万円 82,483 百万円 

貸付可能面積  
1,070,521 ㎡ 1,146,353 ㎡  

（うち、転貸 55,953 ㎡） （うち、転貸 18,365 ㎡） 

 住宅・その他 収益  5,621 百万円 7,434 百万円 

 収益合計 85,312 百万円 89,917 百万円 

（注）空室率は、３月31日現在の数値です。 

区分  平成19年３月期 平成20年３月期 

 都心５区 0.9 ％  0.5 ％  

 全国 2.1 ％  4.2 ％  
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 当社グループ保有物件のＮＯＩは以下のとおりです。 

 （注）ＮＯＩ（Net Operating Income ： 純収入）：ＮＯＩの算定式は以下のとおりです。 

 「ＮＯＩ＝不動産賃貸収入－不動産賃貸原価＋減価償却費 （長期前払費用を含む）」 

  

     （注）名古屋三越Ｏ・Ｓセンターは、城北ビルに名称変更しております。 

  

（ⅰ）主要ビル別ＮＯＩ   （単位：百万円）

ビル名 所在地 主要用途 平成19年３月期 平成20年３月期 

 アーバンネット大手町ビル  東京都千代田区 オフィス 5,507 5,845 

 大手町ファーストスクエア  東京都千代田区 オフィス 4,508 4,902 

 ＮＴＴ幕張ビル  千葉市美浜区 オフィス 2,220 2,371 

 グランパーク  東京都港区 オフィス 4,051 4,054 

 シーバンスＮ館  東京都港区 オフィス 2,644 2,933 

 東京オペラシティ  東京都新宿区 オフィス 1,676 1,845 

 アーバンネット池袋ビル  東京都豊島区 オフィス 1,054 1,046 

 アーバンネット卸町ビル  仙台市若林区 オフィス 487 532 

城北ビル  名古屋市北区 そ の 他 388 521 

 アーバンネットＣＳビル  名古屋市中区 オフィス 349 340 

 アーバンネット静岡ビル  静岡県静岡市 オフィス 314 293 

 アーバンネット静岡追手町ビル  静岡県静岡市 オフィス 387 404 

 アーバンネット上名古屋ビル  名古屋市西区 オフィス 107 108 

 アーバンネット伏見ビル  名古屋市中区 オフィス 426 429 

 アーバンネット名古屋ビル  名古屋市東区 オフィス 2,464 2,386 

 ＮＴＴ大阪中央ビル  大阪市中央区 オフィス 431 411 

 アーバンエース北浜ビル  大阪市中央区 オフィス 443 399 

 アーバンエース肥後橋ビル  大阪市西区 オフィス 336 329 

 アーバンエース三宮ビル  神戸市中央区 オフィス 452 461 

 アーバンエース阿波座ビル  大阪市西区 オフィス 416 412 

 アーバンネット本町ビル  大阪市中央区 オフィス 362 379 

 ＮＴＴクレド基町ビル  広島県中区 商  業 3,849 3,732 

 ＮＴＴクレド白鳥ビル  広島県中区 オフィス 842 786 

 ＮＴＴクレド岡山ビル  岡山県岡山市 オフィス 567 564 

 ＮＴＴ－Ｔビル  福岡市中央区 商  業 2,149 2,160 

 ＮＴＴ－ＫＦビル  福岡市中央区 オフィス 319 326 

 アーバンネット博多ビル  福岡市博多区 オフィス 223 273 

 エムズ大通ビル  札幌市中央区 オフィス 426 396 

 エムズ南22条ビル  札幌市中央区 オフィス 111 122 

 アーバンネット札幌ビル  札幌市中央区 オフィス 796 767 

 その他の物件 計     12,186 13,207 

 合計     50,504 52,748 
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 ② 分譲事業 

      当連結会計年度におけるマンション分譲市場においては、全国のマンション供給戸数の減少と、販売価格の上昇が

続きました。平成19年の首都圏におけるマンション供給は、対前年で18％程度減少し、約６万戸となりました。近畿

圏においては発売戸数が微増となりましたが、その他の地域においては、都市によるバラつきはあるものの、全体と

しては前年より10％以上減少しました。マンションの平均販売価格については、首都圏において対前年で10％以上上

昇し、全国の平均販売価格も上昇しました。 

 マンションの販売状況については、地価高騰と建築費用の増加に伴う販売価格の上昇やローン金利の先高感が薄れ

たことなどが購入者心理にマイナスに働き、商品企画に特徴のない物件や、交通利便性や周辺施設等の利便性の面で

立地条件が他に劣る物件については、販売が長期化するなど、売れ行きの二極化が進行しております。これらの状況

に加えて、平成19年６月の改正建築基準法施行により建築確認や検査が厳格化されたことから建築着工の遅れが生

じ、住宅着工件数が低迷するなど、市場の先行き懸念が高まりました。 

 このような市場環境の中で、当社においては、用地の特性に応じた商品企画と、地域での販売力のある事業者との

協業により、当社のマンションブランドである「ＷＥＬＬＩＴＨ（ウェリス）」シリーズの拡大と、立地に応じて宅

地販売や戸建て分譲等を手がけるなど、商品の多様化に取り組み、増収となりました。 

 首都圏においては、ウェリス麻布狸穴（東京都港区）やウェリス川越六軒町（埼玉県川越市）等の分譲マンショ

ン、埼玉県入間市や東京都大田区等における宅地分譲に取り組み、収益を計上しました。また、ウェリスシティ大森

タワー（東京都大田区）、ウェリス南船橋（千葉県船橋市）等の販売を行いました。 

      その他の地域においては、ウェリス上本町ローレルタワー（大阪府大阪市）、ウェリス・ジオ千里佐竹台（大阪府

吹田市）等の分譲マンション、ウェリスパーク新宮 杜の宮（福岡県糟屋郡）等の宅地分譲や、ザ・シーズンズ高槻

（大阪府高槻市）において初の戸建て分譲に取り組み、収益を計上しました。また、ウェリス高槻パークスクエア

（大阪府高槻市）やグランウェリス持田（愛媛県松山市）等の販売を行いました 。 

 その結果、当期のマンション引渡戸数は、前期の670戸に対して625戸となりました。なお、この引渡戸数には、ホ

テルとして一棟売却を行った物件は含まれておりません 。 

以上の結果、分譲事業における当連結会計年度の営業収益は38,415百万円（前期比5,735百万円増）となりまし

た。営業費用は、分譲事業の拡大に伴う営業原価の増等により、31,821百万円（前期比4,370百万円増）となりまし

た。営業利益は、6,593百万円（前期比1,364百万円増）となり、営業利益率は、前期の16.0%から、当期は17.2%へ改

善しました。 

  

（ⅱ）地域別・用途別ＮＯＩ   （単位：百万円）

（注）エリアの定義は以下のとおりです。   

 ・「東京都心部」とは、千代田区・中央区・港区・渋谷区・新宿区の都心５区を指します。 

 ・「東京都その他及び周辺都市部」とは、「東京都心部」をのぞく東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城

県、群馬県及び栃木県を指します。 

 ・「地方都市部」とは、上記以外の地域を指します。 

 エリア区分 

平成19年３月期 平成20年３月期 

合計       合計    

 
オフィス・ 

商業  

住宅・その 

他  
 

オフィス・ 

商業  

住宅・その 

他  

東京都心部 

29,033 

22,389 

1,125 30,146 

23,353 

927 東京都その他及び 

周辺都市部 
5,517 5,865 

地方都市部 21,471 18,848 2,623 22,601 18,450 4,151 

 合計 50,504 46,756 3,748 52,748 47,669 5,078 
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 分譲事業における種類別・地域別の営業収益状況は以下のとおりです。 

（注）１．共同事業物件につきましては、当社事業割合に応じた戸数を記載し、小数点以下は切捨てで表示し

ております。 

２．マンションの完成在庫には、契約済未引渡しの物件が、平成19年３月期は４戸、平成20年３月期は

21戸含まれて降ります。 

３．平成19年３月期における宅地分譲等の引渡数のうち、３件（843 百万円）は土地の一括売却による

ものです。また、完成在庫には、契約済み未引渡しの物件が、１区画含まれております。また、平

成20年３月期における宅地分譲等の引渡数のうち、２件（362 百万円）は土地の一括売却による 

ものです。 

４．「首都圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県及び栃木県を指します。 

５．平成20年３月期における「その他」は、ホテルの一棟売却によるものです。 

  

 ③ その他の事業 

    その他の事業における当連結会計年度の営業収益は13,845百万円（前期比321百万円増）、営業利益973百万円（前

期比21百万円増）となりました。これは、平成19年1月1日に事業開始した連結子会社であるＮＴＴ都市開発西日本Ｂ

Ｓ株式会社が当連結会計年度より通期で業績に寄与したこと等によるものです。 

  

区分 
平成19年３月期 平成20年３月期 

戸数・区画数 収益（百万円） 戸数・区画数 収益（百万円）

マンション        

  引渡戸数  首都圏 

その他の地域 

469 18,167 212 12,299 

    201 7,531 413 18,020 

  完成在庫    22 ― 146 ―

宅地分譲等         

  引渡数 首都圏 

その他の地域 

193 4,726 164 3,474 

    39 2,255 164 3,331 

  完成在庫    4 ― 2 ― 

マンション／宅地分譲等合計         

  引渡数  首都圏 

その他の地域 

662 22,893 376 15,773 

    240 9,786 577 21,351 

  完成在庫    26 ― 148 ― 

その他         

  引渡数  首都圏 

その他の地域 

― ― ― ― 

    ― ― 1 1,289 

  完成在庫    ― ― ― ― 

総合計（収益） ― 32,680 ― 38,415 
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［通期の業績見通し］  

平成21年３月期の業績見通しについては、営業収益1,470億円、営業利益345億円、経常利益285億円、当期利益150億

円を見込んでおり、いずれも過去最高水準を見込んでおります。また、外部からの新たな物件の取得・開発やリニュー

アル投資等のため、約400億円の投資等を計画しております。 

 なお、平成21年３月期の事業の種類別セグメントの見通しは以下のとおりです。 

  ① 不動産賃貸事業 

   不動産賃貸市場では、東京都心部の大型ビルを中心として企業のオフィス需要は依然として旺盛であり、平均賃料

も上昇基調にあるものの、今後数年以内に上限に達するとの見方もあります。しかしながら、当面は、堅調に推移す

るものと予想しております。 

 当社としては、首都圏における既存保有ビルを中心に積極的なリニューアル投資を実施するとともに、テナント営

業活動の更なる強化による戦略的な賃料値上げに向けた取り組みを行い、収益力を高めてまいります。 

 また、外部からの新たな賃貸物件の取得・開発による増収やユーディーエックス特定目的会社の優先出資を追加取

得したことによる本特定目的会社の連結化などにより、引き続き事業の拡大を目指しております。 

  

  ② 分譲事業 

   マンション分譲市況は、地価上昇や原材料費の高騰に伴う建築工事費増加の影響により物件価格が上昇する一方

で、購入者においては商品企画やエリアによる選別化傾向が強まっており、売れ行きの二極化が進行することに伴

い、物件によっては販売が長期化するなど先行きに対する懸念が高まると予想しております。 

 当社としては、引き続き用地の特性に応じた商品企画と団塊ジュニア層等への購入動機づけに取り組んでまいりま

すが、昨年度は会社設立時に現物出資で取得した低簿価の土地を利用したマンション販売が相対的に多かったこと

や、今年度は建築工事費の高騰影響等が予想されることから売上高営業利益率の減少を見込んでおります。 

 なお、用地仕入れに当たっては、市場動向の変化を見つつ仕入物件を選別し、安定的成長となるよう取り組んでま

いります。 

  

  ③ その他事業 

   不動産賃貸事業に関連したテナントの要望によるオフィスの模様替え工事など、グループ子会社を中心とした既存

その他事業の拡大に加え、ファンドビジネスとアセットソリューションの推進、新規事業の拡大、国際事業の推進に

よる新たな成長分野の開拓にも積極的に取り組んでまいります。 

  

  

 連結セグメント業績の見通し                               （単位：百万円） 

  

連結業績の見通し                                   （単位：百万円） 

項目 平成20年度３月期 平成21年３月期  増減額  増減率（％） 

営業収益 138,206 147,000 8,794 6.4 

営業利益 28,718 34,500 5,782 20.1 

経常利益 26,196 28,500 2,304 8.8 

当期純利益 14,758 15,000 242 1.6 

項目 平成20年３月期 平成21年３月期 増減額 増減率(％) 

 営業収益 138,206 147,000 8,794 6.4 

 不動産賃貸事業 89,917 100,000 10,083 11.2 

 分譲事業 38,415 36,700 △1,715 △4.5 

 その他事業 13,845 14,300 455 3.3 

 消去 △3,971 △4,000 ― ― 

 営業利益 28,718 34,500 5,782 20.1 

 不動産賃貸事業 26,025 35,100 9,075 34.9 

 分譲事業 6,593 3,800 △2,793 △42.4 

 その他事業 973 800 △173 △17.8 

 消去または全社 △4,873 △5,200 ― ― 

- 8 -

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱（8933）　平成20年３月期決算短信



(2） 財政状態に関する分析 

  

 ① 連結貸借対照表の状況 

当連結会計年度末において資産、負債、および資本は前連結会計年度末に比べ増加いたしました。 

（資産の状況） 

 資産の部は900,325百万円（前期比318,476百万円増）となりました。 

 流動資産は150,037百万円（前期比55,184百万円増）となりました。これは、分譲事業用地の仕入の増加等 によ

るたな卸資産の増加39,914百万円等によるものです。 

 固定資産は750,287百万円（前期比263,292百万円増）となりました。これは、ユーディーエックス特定目的会社

の保有する土地および建物等（230,100百万円）を連結対象に含めたこと、ならびに大阪駅北口先行開発区域（Ａ・

Ｂ・Ｃブロック ）や大手町一丁目第一種市街地再開発事業（第一次再開発事業）等の積極的な投資を行ったことに

よる有形固定資産の増加274,617百万円等によるものです。 

（負債の状況） 

 負債の部は722,356百万円（前期比265,677百万円増）となりました。 

 流動負債は127,406百万円（前期比31,249百万円増）となりました。これは、1年以内返済予定の長期借入金の増

加18,929百万円、コマーシャルペーパーの発行10,000百万円等によるものです。 

 固定負債は594,949百万円（前期比234,427百万円増）となりました。これは、積極的な投資等の推進のための長

期借入金の増加79,809百万円、ユーディーエックス特定目的会社の連結子会社化等による社債の増加55,571百万

円、長期繰延税金負債の増加56,973百万円等によるものです。 

（純資産の状況） 

 純資産の部は177,969百万円（前期比52,799百万円増）となりました。これは、利益剰余金の増加11,466百万円、

ユーディーエックス特定目的会社の連結子会社化等に伴う少数株主持分の増加41,495百万円等によるものです。 

  

  

 ② 連結キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ12,846百

万円増加し、当連結会計年度末には15,101百万円となりました。 

 当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は、税金等調整前当期純利益25,010百万円、減価償却費23,246百万円、仕入債務の

増6,425百万円等による資金の増加に対し、分譲事業拡大に伴う用地取得や仕掛物件の増等によるたな卸資産の増加

39,933百万円、法人税等の支払い額8,257百万円等による資金の減少があったことにより、5,700百万円（前期比

10,777百万円増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は77,893百万円（前期比44,898百万円増）となりました。これは主には、大阪駅北

口先行開発区域（Ａ・Ｂ・Ｃブロック）や大手町一丁目第一種市街地再開発事業（第一次再開発事業）等の開発事

業の推進に伴う有形固定資産の取得74,892百万円、ならびにユーディーエックス特定目的会社の優先出資証券の追

加取得による連結範囲の変更を伴う関係会社有価証券の取得10,810百万円等による資金の減少に対し、有形固定資

産の売却5,753百万円等による資金の増加があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は、85,038百万円（前期比64,215百万円増）となりました。これは主に 、分譲事業

用の用地仕入れや積極的な投資等による資金需要に対する資金調達のほか、ユーディーエックス特定目的会社の社

債等を連結対象に含めたことによる長期借入れによる収入125,000百万円、コマーシャルペーパーの発行10,000百万

円等による資金の増加に対して、長期借入金の返済26,261百万円、社債の償還による支出12,300百万円等による資

金の減少があったことによるものであります 。 

 なお、当連結会計年度末における有利子負債は、451,849百万円（前期比158,779百万円増）となりました。 

（単位：百万円） 

  前連結会計年度末 当連結会計年度末 増減 

資産の部 581,848 900,325 318,476 

負債の部 456,679 722,356 265,677 

純資産の部 125,169 177,969 52,799 

（再掲）少数株主持分 77 41,573 41,495 
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 ③ キャッシュ・フロー指標のトレンド 

(3） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   

 当社における利益配分につきましては、不動産事業は長期的な視点に立った事業運営を行うことを基本とすること

から、長期かつ安定的な利益還元に努めるとともに、将来の企業価値向上を図るための必要な原資として内部留保の

充実を図ることを基本方針としております。また、内部留保資金については、企業価値の向上に資する今後の開発の

ための優良な不動産への投資に充当することとしております。 

 当期の配当については、当期業績が過去最高水準となったことや、平成22年度（2010年度）を最終年度とする中期

経営計画（平成19年11月発表）における成長戦略の推進により、中長期的な内部留保の拡大が見込まれること等を総

合的に勘案し、1株あたり年間配当金を前期比200円増の1,200円とする予定であります。当期の中間配当については

１株あたり500円を実施済みであることから、当期の期末配当金は1株あたり700円とする予定であります。 

 また、平成21年３月期につきましては、当期と同じく１株あたり年間配当金は1,200円とし、中間配当金、期末配

当金をそれぞれ600円とする予定であります。 

（単位：百万円） 

 項 目 
平成16年 

３月期 

平成17年 

３月期 

 平成18年 

３月期 

平成19年 

３月期 

平成20年 

３月期 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
21,457 24,572 22,243 △5,076 5,700 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
△30,663 △27,812 △45,157 △32,995 △77,893 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
5,422 7,081 32,214 20,823 85,038 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている負債（リース債務を除く）

を対象としております。 

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

※平成16年11月４日上場のため、平成16年３月期の時価ベースの自己資本比率については記載を省略しておりま

す。 

※平成19年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオにつきましては、営業キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため記載を省略しております。 

  

項 目  
平成16年 

３月期 

平成17年 

３月期  

平成18年 

３月期 

 平成19年 

３月期 

平成20年 

３月期 

自己資本比率（％） 10.2 22.7 21.3 21.5 15.1 

時価ベースの自己資本比率 

（％） 
― 67.8 123.5 156.1 52.3 

債務償還年数（年） 12.9 9.4 12.0 ― 79.3 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
4.1 6.5 6.9 ― 1.2 
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(4） 事業等のリスク 

  

 以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断あるいは当社の事業活動を理解する上

で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、本文中

における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

 Ⅰ．一般リスク 

① 不動産賃貸事業に関するリスクについて 

当社グループは、当連結会計年度における連結営業収益の65.1％を不動産賃貸事業収益で占めております。不動

産賃貸事業は景気動向等に影響を受けやすい傾向があり、不動産市場における需給悪化による空室率の上昇や賃料

相場の下落は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、主要テナントの資力、退去又は利用

状況等によっては、不動産の稼働率が低下し保有する事業用不動産から得られる収益が大きく影響を受けるおそれ

があります。 

  

② 分譲事業に関するリスクについて 

マンション分譲市場が、事業者間の競争の激化や、住宅ローン金利の上昇、地価の高騰に伴う販売価格の上昇に

よる消費マインドの冷え込み等により悪化した場合には、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

  

③ 資産価格の下落について 

当社グループでは、事業用不動産の減損会計については「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（平成14年８月９日 企業会計審議会）に基づき、平成18年３月期から適用しております。また、平成21年３

月期より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（平成18年７月５日）を適用いたします。今後の不動産市況の悪

化等により事業用不動産に対する減損処理、および分譲事業用のたな卸資産に対する評価減が必要となった場合に

は当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。 

 また、当社グループは投資有価証券等の固定資産を保有しておりますが、今後の経済情勢等の変化等により当社

グループが保有する資産の価値が下落した場合には、評価損の発生により当社グループの業績に影響が生じる可能

性があります。 

  

④ 有利子負債残高の影響について 

当連結会計年度末の連結有利子負債残高451,849百万円は、そのほとんどは固定金利での調達となっております

が、今後、市中金利が大幅に上昇した場合には、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループの資金調達は、金融資本市場の不安定化、金融機関による与信制限、金融機関の破綻（ペイ

オフ含む）、当社の格付の低下等の事由により制約を受けることがあります。 

  

  

⑤ 営業活動によるキャッシュ・フローについて 

当社は分譲事業の拡大のために積極的な用地仕入れを行っており、たな卸資産が増加傾向にあります。そのた

め、営業活動によるキャッシュ・フローは、用地仕入れの影響により変動しやすい状況にあります。当連結会計年

度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益25,010百万円、減価償却費23,246百万

円等による資金の増加に対し、たな卸資産の増加39,933百万円等による資金の減少があったことにより、5,700百

万円（前期比10,777百万円増）の資金の増加となりましたが、今後のたな卸資産の増加等により、将来の営業活動

によるキャッシュ・フローがマイナスとなる可能性があります。 

 項 目 平成19年３月期  平成20年３月期 

総資産額（百万円） 581,848 900,325 

有利子負債額（百万円） 293,069 451,849 

有利子負債額／総資産額（％） 50.4 50.2 

営業収益（百万円） 128,215 138,206 

支払利息（百万円） 3,794 5,036 

支払利息／営業収益（％） 3.0 3.6 
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⑥ 不動産関連法規の制改定に関するリスクについて 

当社グループは、不動産関連法規の規制を受けており、今後、これらの規制が制改定された場合には、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   ⑦ 取引先の与信リスクについて 

    取引先の選定にあたっては事前の与信調査を可能な範囲で行っていますが、通常予測し得ない何らかの事情によ

り取引先の与信が低下したことにより、債権回収の不調等による経済的損失が発生した場合、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 Ⅱ．事業リスク 

  

   ① 開発案件の投資判断に関するリスクについて 

    当社は企業価値の向上に資する今後の開発のための優良な不動産への投資を推進しております。その投資判断に

あたっては、対象不動産に対する法令・権利・立地条件・市場調査等の確認を行ったうえで、建築計画、事業収支

計画を策定し、事業性判断を行うための社内会議を経て、取締役会等で意思決定しており、新規開発案件の投資判

断の誤りによる経済的損失の発生及び社会的信用の低下することのないよう努めております。しかしながら、景気

動向や不動産市場における需要の悪化等により投資の採算性が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

  

   ② 売買・工事請負契約に関するリスクについて 

    売買契約や工事請負契約については、契約書類の未整備や契約書の条項の不備などによる経済的損失の発生や損

害賠償責任の発生及び社会的信用の低下などが当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。これに対しては、契

約審査用チェックシート等を用いたチェックを実施することにより、事前のリスクの予防・回避に努めています。

  

   ③ ビル管理業務等について 

    当社グループの保有している賃貸用建物については、定期的な点検や保守等を可能な範囲で実施しております

が、建物の毀損・劣化及びそれを原因とする劣化や設備の故障等による事故等が発生した場合には、経済的損失の

発生、損害賠償責任の発生及び社会的信用の低下など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、大規模な地震や洪水等の自然災害、火災、事故やテロ等により、保有している賃貸用建物が毀損、滅失又

は劣化する等の被害が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が生じます。これに対して

は、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、被害の拡大を防ぎ、経済的損失を最小限に抑えるよう努めております。 
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 Ⅲ．ＮＴＴ及びそのグループ会社との関係について 

  

   ① 親会社等の企業グループにおける位置付け 

 当社は、ＮＴＴグループにおける唯一の総合不動産会社であり、自ら経営責任を負い、独立して事業経営を行っ

ております。ただし、重要な問題については親会社であるＮＴＴとの話し合い、またはＮＴＴに対する報告を行っ

ておりますが、当社の意思決定を妨げたり、拘束したりするものではありません。 

 なお、ＮＴＴの平成20年３月末における持株比率は67.3％であり、同社は当社に対する会社法上の多数株主とし

ての権利を有しております。 

  

   ② 親会社等との取引関係 

 当社はＮＴＴとの間で、相互の自主・自律性を尊重しつつ、ＮＴＴグループ全体の利益の最大化を通じてＮＴＴ

グループ各社の利益を最大化することを目的としたグループ経営運営に関わる契約を締結し、それに基づきグルー

プ経営運営費の支払を行っております。これにより、当社は各種の助言、ＮＴＴブランドの使用、グループ広報の

実施等の役務及び便益の包括的な提供を受けており、とりわけＮＴＴグループの一員としてＮＴＴブランドを使用

することは、当社の信用力や信頼性の向上につながり、事業遂行上のメリットになるものと考えております。 

     その他、当社は、ＮＴＴグループとの間で建物賃貸借契約を締結し賃料収入を得ておりますが、賃貸価格の決定

方法については一般の取引先と同様の条件を基本とし、近隣相場や市場価格を参考に双方協議の上決定しておりま

す。また当社は、ＮＴＴグループから主に分譲事業用地として土地を取得しておりますが、取得価格は、一般市場

からの土地取得と同様、事業採算性等を勘案し、双方協議の上決定しております。 

 なお、不動産賃貸事業におけるＮＴＴグループとの取引状況は以下のとおりです。 

   

＜不動産賃貸事業（単体）におけるＮＴＴグループとの取引＞ 

  

    （役員の兼務状況） 

 （注）１．当社の取締役15名、監査役４名のうち、親会社との役職を兼任している役員は当該２名のみであり 

    ます。 

  

   ③ 親会社等からの独立性確保の状況 

 当社は、ＮＴＴグループの中で不動産事業を全国規模で行う企業として、自ら経営責任を負い、独立して事業経

営を行っております。前①から②に記載のとおり、親会社からの一定の独立性は確保されているものと考えており

ます。 

項目  平成19年３月期 平成20年３月期 

 不動産賃貸事業収益（百万円） 84,985 89,380

 ＮＴＴグループからの収益（百万円） 23,776 25,144

 ＮＴＴグループからの収益／不動産賃貸事業（％） 28.0 28.1

役 職 氏 名 親会社等又はそのグループ企業の役職 就任理由 

 取締役  山本 康裕 
日本電信電話株式会社 

総務部門 担当部長 
幅広い経営的視点を取り

入れるため当社から就任

を依頼  監査役  前川 俊夫 
日本電信電話株式会社 

総務部門 内部統制室 担当部長 
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２．企業集団の状況 
  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社11社及び関連会社５社により構成され、不動産賃

貸事業及び分譲事業を主な内容としており、それ以外にその他の事業としてオフィスビルの建物管理等の事業を営ん

でおります。 

 当社は、親会社である日本電信電話㈱（以下、「ＮＴＴ」という。）を中心として、地域通信事業、長距離・国際

通信事業、移動通信事業及びデータ通信事業を主に営む企業グループの中で、不動産事業を全国規模で行う企業であ

ります。 

  各事業の主な内容、当該各事業における当社と主要関係会社の位置付けは以下のとおりです。 

  

(1) 不動産賃貸事業 

 当社グループは、開発・保有するオフィスビル・商業施設・賃貸住宅等の不動産賃貸事業を行っております。 

主な事業領域は次のとおりであります。 

 イ．オフィスビル 

 東京、名古屋、大阪、広島、福岡、札幌等の大都市圏に保有しているオフィスビルの賃貸事業を行っておりま

す。 

 ロ．商業施設 

 東京、大阪、広島、福岡等の大都市圏に保有する商業施設の賃貸事業を行っております。 

 ハ．賃貸住宅 

 東京、名古屋、大阪、福岡、札幌等の大都市圏に保有する賃貸マンション、社宅用住宅等の賃貸住宅の賃貸事

業を行っております。 

  

 ユーディーエックス特定目的会社は、開発・保有している秋葉原ＵＤＸビルの不動産賃貸事業を行っておりま

す。 

  

 (2) 分譲事業 

 当社は、マンション分譲事業を中心として住宅分譲事業を行っております。 

 マンション分譲事業においては、当社のマンションブランドである「ＷＥＬＬＩＴＨ（ウェリス）」シリーズを

初めとする事業展開を行っています。なお、宅地分譲等の住宅分譲事業についても、取得した土地の立地等に応じ

て適宜実施しております。 

  

 (3) その他の事業 

 当社グループは、不動産賃貸事業に関連して、オフィスビルの建物管理や冷暖房供給、オフィスの模様替え工事

等のテナントの要望による賃貸ビルの工事、オフィスビルのサービス付帯設備として飲食施設の運営等の事業を行

っています。 

 エヌ・ティ・ティ都市開発ビルサービス㈱は、首都圏エリアにおいて、テナントの要望による賃貸ビルの工事を

一元的に行っております。また、建物管理・運営等のＰＭ業務も実施しております。 

 ＮＴＴ都市開発西日本ＢＳ㈱は、西日本エリアにおいて、テナントの要望による賃貸ビルの工事を行っておりま

す。また、建物管理・運営等のＰＭ業務も実施しております。 

 ＮＴＴ都市開発北海道ＢＳ㈱は、北海道において、賃貸ビルの工事、建物管理・運営等のＰＭ業務、駐車場運営

等を実施しております。 

 ㈱大手町ファーストスクエアは、当社が保有する大手町ファーストスクエアビルの建物管理を行っております。

 その他、飲食施設の運営等については、ディ・エヌ・フード㈱及び㈱ノックストゥエンティワンが行っておりま 

す。 
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 ［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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関係会社の状況 

 （平成20年３月末現在）

 親会社 

 連結子会社 

  

 名称  住所 
 資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容

 議決権の所

有割合又は

被所有割合

（％） 

 関係内容 

日本電信電話㈱ 東京都千代田区 937,950 

基礎的研究開発 

グループ経営運

営 

 被所有 

67.3 

グループ経営運営の役務に係

る取引及び当社の保有する不

動産の賃貸 

役員の兼任：－名 

 名称  住所 

 資本金又は

出資金 

(百万円) 

主要な事業の内容

 議決権の所

有割合又は

被所有割合

（％） 

 関係内容 

ＮＴＴ都市開発北海道

ＢＳ㈱ 
札幌市中央区 50 

不動産賃貸 

その他 

 所有 

100.0 

当社が北海道に所有する建物

の工事監理、管理運営等のＰ

Ｍ業務、及び駐車場運営等  

役員の兼任：３名 

㈱大手町ファーストス

クエア 
東京都千代田区 50 その他 56.5 

大手町ファーストスクエエア

ビルの建物管理 

役員の兼任：１名 

エヌ・ティ・ティ都市

開発ビルサービス㈱ 
東京都千代田区 300 その他 100.0 

当社が首都圏に所有する建物

の設計、施行、工事監理、及

び管理運営等のＰＭ業務 

役員の兼任:２名 

㈱ノックストゥエンテ

ィワン 
東京都港区 24 その他 100.0 

ＮＴＴグループの集会施設の

運営 

役員の兼任:３名 

ディ・エヌ・フード㈱ 東京都千代田区 40 その他 100.0 

東京における当社所有のビル

テナントへの飲食供給のため

飲食店を運営 

役員の兼任:２名 

ＮＴＴ都市開発西日本

ＢＳ㈱ 
大阪市中央区 100 その他 100.0 

当社が西日本エリアに所有す

る建物の設計、施行、工事監

理、及び管理運営等のＰＭ業

務 

役員の兼任：３名 

基町パーキングアクセ

ス㈱ 
広島市中区 60 その他 58.3 

広島市基町地区地下道の維持

管理 

役員の兼任:３名 

合同会社ＮＵ－３を営

業者とする匿名組合 
東京都中央区 3,713 不動産賃貸 100.0 

不動産投資における投資ビー

クル 

合同会社ＮＵ－４を営

業者とする匿名組合 
東京都中央区 2,039 不動産賃貸 100.0 

不動産投資における投資ビー

クル 

ユーディーエックス 

特定目的会社 
東京都中央区 14,100 不動産賃貸 60.0 

秋葉原ＵＤＸビルの開発、保

有 

役員の兼任：－名 

ＵＤファンド第２特定

目的会社 
東京都中央区 2,700 分譲 100.0 

仙台市青葉区二日町1-7の開

発 

役員の兼任：－名 
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３．連結子会社であったＵＤファンド特定目的会社は、不動産投資ビークルとしての目的を完了したため、平成19

年10月15日に解散を決議し、平成20年１月30日に清算結了致しました。 

  

 持分法適用関連会社 

（注）１．連結子会社及び持分法適用関連会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載してお

ります。 

２．ユーディーエックス特定目的会社は特定子会社に該当します。 

 名称  住所 

 資本金又は

出資金 

(百万円) 

主要な事業の内容

 議決権の所

有割合又は

被所有割合

（％） 

 関係内容 

東京オペラシティビル

㈱ 
東京都新宿区 20 その他 

 所有 

23.7 

東京オペラシティビルの建物

管理 

役員の兼任：１名 

㈱ディ・エイチ・シ

ー・東京 
東京都港区 200 その他 50.0 

グランパークビルへの冷暖房

供給 

役員の兼任：３名 

東京オペラシティ熱供

給㈱ 
東京都新宿区 980 その他 36.2 

東京オペラシティビルへの冷

暖房供給 

役員の兼任：１名 

㈱クロスフィールドマ

ネジメント 
東京都千代田区 10 その他 38.0 

秋葉原クロスフィールドの企

画・運営 

役員の兼任:２名 

㈱晴海四丁目まちづく

り企画 
東京都中央区 18 その他 36.1 

晴海四丁目地区における都市

開発に関する調査、企画業務 

役員の兼任:１名 
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３．経営方針 
(1） 会社の経営の基本方針 

当社グループは、昭和61年１月の設立以来、ＮＴＴグループにおける不動産開発事業の中核企業として大手町を筆

頭に日本の各都市で街づくりに注力し今日まで成長を続けてまいりました。当社グループは「Ｗｅ ｃｒｅａｔｅ 

ｈａｒｍｏｎｙ．」というコーポレートスローガンのもと、「人」「街」「自然」が調和する快適空間を創造し続け

ていくことを究極の目的としております。街を創る「人」、人にエネルギーを与える「街」、人にゆとりと潤いをも

たらす「自然」の３つの要素が調和したときに、人が自然体で、永く安心して過ごせる快適な空間と時間が生まれ、

それは、当社グループの誇る高い建築品質と先端技術、そして快適な居住のための機能性、利便性、安全性を徹底的

に追求する姿勢により実現できるものと考えております。このように快適空間を提供し続けることがお客様の信頼に

つながり、結果的に企業価値の向上が図られるものと考えております。 

  

(2） 中長期的な会社の経営戦略、目標とする経営指標及び対処すべき課題 

不動産賃貸市場では、東京都心部の大型ビルを中心として企業のオフィス需要は依然として旺盛であり、平均賃料

も上昇基調にあるものの、今後数年以内に上限に達するとの見方もあります。しかしながら、当面は、堅調に推移す

るものと予想しております。また、マンション分譲市場では、地価高騰や建築工事コストの増加に伴い物件価格が上

昇し、エリアや商品企画による消費者の選別化傾向が強まっており、売れ行きの二極化が進行し、物件によっては販

売が長期化するなど先行きに対する懸念が高まると予想しております。 

当社グループは、これまでに確立した成長基盤を土台として、引き続きコア事業の発展および成長を目指し、平成20

年度（2008年度）をスタートとする平成22年度（2010年度）までの「中期経営計画2010」を策定しました。 

  

新たな中期経営計画の具体的な事業戦略は次のとおりです。 

  

① コア事業である不動産賃貸事業・分譲事業の異なる発展、成長 

コア事業である不動産賃貸事業については、自社投資や開発型ＳＰＣの活用などによる開発手法の多様化、投

資エリアの絞り込みや商業開発などの面的開発の拡大、デベロップメント機能をフルに発揮した開発内容の多様

化の三項目について展開することにより、開発力を強化し、持続的成長を目指します。 

 また、積極的なリニューアル投資を実施するとともに、テナント営業活動の更なる強化による戦略的な賃料値

上げに向けた取組みを行い、不動産賃貸事業の収益力を高めてまいります。 

 分譲事業については、高品質な「ウェリス」マンションの積極的展開やＮＴＴグループの強みを活かした先端

情報通信技術等の導入によるマンションの付加価値向上、アフターサービス体制の強化に加え、投資家向け販売

事業にも注力し分譲事業の更なる増収を目指します。 

 さらに、ＮＴＴグループの強みを活かした開発案件の獲得に取り組むとともに、ＮＴＴグループ唯一の総合不

動産会社として、ＮＴＴグループの保有する不動産開発に積極的に参画していきます。 

  

② 新たな成長分野の開拓 

     ＮＵファンドの規模拡大等ファンドスキームを積極的に活用するとともに、不動産有効利活用提案等を通じた

アセットソリューション事業を確立していきます。また、既存その他事業の拡大に加え、不動産関連分野を中心

としたＭ＆Ａや業務提携も活用した新規事業の拡大、アジアを中心とした国際事業の推進についても積極的にチ

ャレンジしていきます。 

  

③ 長期安定成長に寄与する経営基盤の強化 

         ビジネス基盤の強化に向けて、経営の透明性確保と内部統制の強化、ＣＳＲ基盤の確立、ヒューマンリソース

の充実に努めていきます。また、企業価値増大に資する財務政策として、財務の健全性維持と株主重視経営の両

立に努めていきます。 

  

  ※本資料及び添付資料に記載いたしました業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基

づいた分析・判断によるものであります。実際の業績につきましては、経営環境の変化等により異なる結果となる可

能性があります。 
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４．連結財務諸表等 
(1）連結貸借対照表 

    
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％） 

（資産の部）                   

Ⅰ 流動資産                   

１．現金及び預金 ※２    2,057     9,577       

２．受取手形及び営業未
収入金 

※２    6,271     6,009       

３．たな卸資産 ※２    82,745     122,660       

４．繰延税金資産     725     1,172       

５．その他 ※２    3,053     10,617       

貸倒引当金     △1     △0       

流動資産合計     94,853 16.3   150,037 16.7 55,184 58.2 

Ⅱ 固定資産                   

１．有形固定資産                   

(1）建物及び構築物 ※２  612,506     690,561         

減価償却累計額   300,262 312,244   321,408 369,152       

(2）機械装置及び運搬
具   13,798     13,798         

減価償却累計額   10,378 3,420   10,726 3,072       

(3）土地 ※２    101,723     333,183       

(4)リース資産    －     870         

  減価償却累計額   － －   540 330       

(5）建設仮勘定     14,083     246       

(6）その他 ※２  13,277     13,702         

減価償却累計額   9,996 3,281   10,317 3,384       

有形固定資産合計     434,753 74.7   709,370 78.8 274,617 63.2 

２．無形固定資産     1,703 0.3   1,817 0.2 114 6.7 

３．投資その他の資産                   

(1）投資有価証券 ※１    20,422     14,637       

(2）長期前払費用     20,070     19,630       

(3）繰延税金資産     3,301     97       

(4）その他     6,749     4,739       

貸倒引当金     △ 5     △ 5       

投資その他の資産合
計     50,538 8.7   39,099 4.3 △11,439 △22.6

固定資産合計     486,995 83.7   750,287 83.3 263,292 54.1 

資産合計     581,848 100.0   900,325 100.0 318,476 54.7 
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前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％） 

（負債の部）                   

Ⅰ 流動負債                   

１．支払手形及び営業未
払金     21,714     28,139       

２．短期借入金     7,842     －       

３.リース債務      －     195       

４．１年以内返済予定の
長期借入金 

※２    26,261     45,190       

５．１年以内償還予定の
社債     9,300     11,611       

６．コマーシャルペーパ
ー      －     10,000       

７．未払法人税等     4,193     7,439       

８．その他     26,845     24,830       

流動負債合計     96,156 16.5   127,406 14.2 31,249 32.5 

Ⅱ 固定負債                   

１．社債 ※２    32,992     88,563       

２．長期借入金 ※２    216,673     296,482       

３．リース債務      －     364       

４．繰延税金負債      －     56,973       

５．退職給付引当金     5,231     4,984       

６．役員退職慰労引当金     203     45       

７．受入敷金保証金     105,230     108,792       

８. 負ののれん      －     38,530       

９．その他     191     212       

固定負債合計     360,522 62.0   594,949 66.1 234,427 65.0 

負債合計     456,679 78.5   722,356 80.3 265,677 58.2 

                    

（純資産の部）                   

Ⅰ 株主資本                   

１．資本金     48,760 8.4   48,760 5.4 ― 0.0 

２．資本剰余金     34,109 5.9   34,109 3.8 ― 0.0 

３．利益剰余金     41,925 7.2   53,392 5.9 11,466 27.3 

株主資本合計     124,795 21.5   136,262 15.1 11,466 9.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                   

その他有価証券評価差額
金     296 0.0   133 0.0 △162 △55.0 

評価・換算差額等合計     296 0.0   133 0.0 △162 △55.0 

Ⅲ 少数株主持分     77 0.0   41,573 4.6 41,495 53,493.6 

純資産合計     125,169 21.5   177,969 19.7 52,799 42.2 

負債純資産合計     581,848 100.0   900,325 100.0 318,476 54.7 
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(2）連結損益計算書 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％） 

Ⅰ 営業収益     128,215 100.0   138,206 100.0 9,990 7.8 

Ⅱ 営業原価     91,781 71.6   96,042 69.5 4,260 4.6 

営業総利益     36,433 28.4   42,163 30.5 5,729 15.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１    11,342 8.8   13,445 9.7 2,102 18.5 

営業利益     25,091 19.6   28,718 20.8 3,627 14.5 

Ⅳ 営業外収益                   

１．受取利息   11     13         

２．受取配当金   44     31         

３．受取分担金   39     112         

４．固定資産受贈益   32     67         

５．持分法による投資利
益   1,624     2,245         

６．その他   97 1,850 1.4 331 2,801 2.0 951 51.4 

Ⅴ 営業外費用                   

１．支払利息   3,794     5,036         

２．その他   208 4,003 3.1 287 5,323 3.8 1,320 33.0 

経常利益     22,938 17.9   26,196 19.0 3,258 14.2 

Ⅵ 特別利益                   

１．固定資産売却益 ※２  306     79         

２．厚生年金基金代行 
返上益    － 306 0.2 664 743 0.5 437 143.0 

Ⅶ 特別損失                   

 １．固定資産売却損 ※３  ―     5         

２．固定資産除却損 ※４ 1,432     1,724         

３. リース会計基準適用
に伴う影響額    －     171         

４．その他    － 1,432 1.1 27 1,929 1.4 497 34.7 

税金等調整前当期純
利益     21,812 17.0   25,010 18.1 3,198 14.7 

法人税、住民税及び
事業税   7,929     11,600         

法人税等調整額   885 8,814 6.9 △1,348 10,252 7.4 1,436 16.3 

少数株主利益     2 0.0   0 0.0 △1 △58.7

当期純利益     12,995 10.1   14,758 10.7 1,762 13.6 
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(3）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 32,299 115,169 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）     △1,645 △1,645 

役員賞与（注）     △78 △78 

中間配当     △1,645 △1,645 

当期純利益     12,995 12,995 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）         

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 9,625 9,625 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 41,925 124,795 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 526 526 80 115,776 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △1,645 

役員賞与（注）       △78 

中間配当       △1,645 

当期純利益       12,995 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△230 △230 △3 △233 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△230 △230 △3 9,392 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 296 296 77 125,169 
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 41,925 124,795 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当     △1,645 △1,645 

中間配当     △1,645 △1,645 

当期純利益     14,758 14,758 

連結子会社増加による少数株主
持分の増加         

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）         

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 11,466 11,466 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 53,392 136,262 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 296 296 77 125,169 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当       △1,645 

中間配当       △1,645 

当期純利益       14,758 

連結子会社増加による少数株
主持分の増加     41,494 41,494 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

△162 △162 1 △161 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△162 △162 41,495 52,799 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 133 133 41,573 177,969 
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

増減 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
金額 

(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー         

税金等調整前当期純利
益   21,812 25,010   

減価償却費   23,657 23,246   

貸倒引当金の増減額 
（減少：△）   △0 △2   

退職給付引当金の増減
額（減少：△）   146 △246   

受取利息及び受取配当
金   △55 △44   

支払利息   3,794 5,036   

持分法による投資利益   △1,624 △2,245   

固定資産売却益   △306 △79   

固定資産除却損   1,432 1,724   

固定資産売却損   － 5   

リース会計基準変更に
伴う影響額    － 171   

売上債権の増減額 
（増加：△）   △97 262   

社債発行費償却額   7 －   

たな卸資産の増減額 
（増加：△）   △42,281 △39,933   

仕入債務の増減額 
（減少：△）   8,439 6,425   

受入敷金保証金の増減
額（減少：△）   △9,514 △483   

役員賞与の支払額   △78 －   

その他   1,598 △2,118   

小計   6,930 16,729 9,799 

利息及び配当金の受取
額   1,561 2,172   

利息の支払額   △3,575 △4,942   

法人税等の支払額   △9,992 △8,257   

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   △5,076 5,700 10,777 
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前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

増減 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
金額 

(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー         

有形固定資産の取得に
よる支出   △43,117 △74,892   

有形固定資産の売却に
よる収入   1,068 5,753   

投資有価証券の取得に
よる支出   △6 △214   

投資有価証券の売却に
よる収入    125 －   

投資有価証券の払戻に
よる収入    8,950 2,372   

連結範囲の変更を伴う
関係会社有価証券の取
得による支出  

  － △10,810   

その他   △15 △101   

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   △32,995 △77,893 △44,898

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー         

短期借入金の純増減額 
（減少：△）   △26,657 △7,842   

コマーシャルペーパー
の純増減額 
（減少：△）   

  － 10,000   

長期借入れによる収入   67,750 125,000   

長期借入金の返済によ
る支出   △32,457 △26,261   

社債の発行による収入   22,984 －   

社債の償還による支出   △7,500 △12,300   

長期未払金の返済    － △60   

配当金の支払額   △3,290 △3,290   

少数株主への配当金の
支払額   △5 －   

その他   － △206   

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー   20,823 85,038 64,215 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△）   △17,248 12,846 30,094 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高   19,503 2,255 △17,248

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 2,255 15,101 12,846 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  10社 

 全ての子会社を連結しております。 

連結子会社の数  11社 

 全ての子会社を連結しております。 

   連結子会社名 

エヌ・ティ・ティ北海道エスパス㈱ 

㈱大手町ファーストスクエア 

基町パーキングアクセス㈱ 

㈱ノックストゥエンティワン 

ディ・エヌ・フード㈱ 

エヌ・ティ・ティ都市開発ビルサー

ビス㈱ 

ＮＴＴ都市開発西日本ＢＳ㈱ 

ＵＤファンド特定目的会社  

合同会社ＮＵ－３を営業者とする匿

名組合 

合同会社ＮＵ－４を営業者とする匿

名組合 

 連結子会社名 

ＮＴＴ都市開発北海道ＢＳ㈱ 

㈱大手町ファーストスクエア 

基町パーキングアクセス㈱ 

㈱ノックストゥエンティワン 

ディ・エヌ・フード㈱ 

エヌ・ティ・ティ都市開発ビルサー

ビス㈱ 

ＮＴＴ都市開発西日本ＢＳ㈱ 

合同会社ＮＵ－３を営業者とする匿

名組合 

合同会社ＮＵ－４を営業者とする匿

名組合 

     ＵＤファンド第２特定目的会社  

     ユーディーエックス特定目的会社 

   なお、株式の取得等によりＮＴＴ都市開

発西日本ＢＳ㈱、ＵＤファンド特定目的

会社の２社及び合同会社ＮＵ－３を営業

者とする匿名組合、合同会社ＮＵ－４を

営業者とする匿名組合について、当連結

会計年度より連結子会社に含めておりま

す。 

 ジーピービル管理㈱は清算結了に伴い連

結子会社の範囲から除外しております。 

エヌ・ティ・ティ北海道エスパス㈱は、

平成19年４月１日に、ＮＴＴ都市開発北

海道ＢＳ㈱に商号変更しております。 

 なお、優先出資証券の取得等によりＵＤ

ファンド第２特定目的会社については、

当連結会計年度より、ユーディーエック

ス特定目的会社については、当連結会計

年度末より連結子会社に含めておりま

す。 

 ＵＤファンド特定目的会社は清算結了に

伴い連結子会社の範囲から除外しており

ます。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用関連会社の数 ６社 

会社名 

東京オペラシティビル㈱ 

㈱ディ・エイチ・シー・東京 

東京オペラシティ熱供給㈱ 

ユーディーエックス特定目的会社 

㈱クロスフィールドマネジメント 

㈱晴海四丁目まちづくり企画 

持分法適用関連会社の数 ５社 

会社名 

東京オペラシティビル㈱ 

㈱ディ・エイチ・シー・東京 

東京オペラシティ熱供給㈱ 

㈱クロスフィールドマネジメント 

㈱晴海四丁目まちづくり企画 

   なお、㈱晴海四丁目まちづくり企画につ

いては、新たに株式を取得したことか

ら、当連結会計年度より持分法適用関連

会社に含めております。 

 なお、ユーディーエックス特定目的会社

については、新たに優先出資証券を追加

取得したことから、当連結会計年度末よ

り持分法適用関連会社から連結子会社に

含めております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 ＵＤファンド特定目的会社の決算日は２

月28日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては同日現在の決算書を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行って

おります。 

 また、合同会社ＮＵ－３を営業者とする

匿名組合及び合同会社ＮＵ－４を営業者

とする匿名組合の決算日は１月31日であ

ります。連結財務諸表の作成に当たって

は連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく決算書を使用しております。 

 その他の連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

 ＵＤファンド第２特定目的会社の決算日

は12月31日であります。連結財務諸表の

作成に当たっては同日現在の決算書を使

用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整を行っ

ております。 

 また、合同会社ＮＵ－３を営業者とする

匿名組合及び合同会社ＮＵ－４を営業者

とする匿名組合の決算日は１月31日であ

ります。連結財務諸表の作成に当たって

は連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく決算書を使用しております。 

 その他の連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券   

  ――――――― 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用し

ております。 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①  有価証券 

    満期保有目的の債権 

     償却原価法（定額法）を採用しており

   ます。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

  

   なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。  

 なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの）については、入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。  

  ② デリバティブ 

 原則として時価法を採用しており

ます。 

② デリバティブ 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  ③ たな卸資産 

 販売用不動産、仕掛不動産及び未

成工事支出金については、個別法に

よる原価法を採用しております。 

③ たな卸資産 

同左 

    

  

  

  

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法を採用しておりま

す。 

 ただし、ＮＴＴ幕張ビル、グラン

パークビル及び基町クレドビル並び

に平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物   15年～50年 

機械装置及び運搬具 ５年～17年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

  

   ―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ―――――――― 

  

   （会計処理の変更） 

   当連結会計年度より、法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に

より減価償却費を計上しております。 

  これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

90百万円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響

については、セグメント情報に記載し

ております。 

 （追加情報） 

   当連結会計年度より、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法 

人税法に基づく減価償却方法の適用に

より取得価額の5％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額 

の5％相当額と備忘価額との差額を5年

間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び、

税金等調整前当期純利益は、304百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影  

響については、セグメント情報に記 

載しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

（５年）で償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

③ 長期前払費用 

同左 

  ④     ―――――――― 

  

④ リース資産  

    所有権移転外ファイナンス・リー 

  ス取引に係るリース資産 

   自己所有の固定資産に適用する減  

  価償却方法と同一の方法を採用して 

  おります。 

  (3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れに備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等の特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間に基づく年

数による定額法により費用処理する

こととしております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間に基づく年数による定

額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしております。 

② 退職給付引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  （追加情報） 

 当社及び連結子会社において、確

定給付企業年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分について、平

成15年９月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けま

した。 

 当連結会計年度末日現在において

測定された返還相当額（最低責任準

備金）は988百万円であり、当該返還

相当額（最低責任準備金）の支払が

当連結会計年度末日に行われたと仮

定して「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第13号）

第44－２項を適用した場合に生じる

利益の見込額は1,053百万円でありま

す。  

（追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社におい

て、確定給付企業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成15年９月１日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認可を

受け、平成19年7月１日に過去分返上

の認可を受けて、平成20年2月26日に

国に返還額（最低責任準備金）の納

付を行いました。 

 これに伴い、厚生年金基金の代行

返上に伴う利益664百万円を特別利益

に計上しております。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

  一部の連結子会社は、役員の退職慰 

 労金の支出に備えるため、内規に基づ 

 く期末要支給額を計上しております。 

   当社については、平成19年６月に役 

  員退職慰労金制度を廃止しており、平 

  成19年７月以降対応分については引当 

  金計上を行っておりません。  

  (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4)        ――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  (5)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理によ

っております。 

 なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては、特例

処理を採用しております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ― 金利スワップ 

ヘッジ対象 ― 借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ― 同左 

ヘッジ対象 ― 同左 

  ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する内部規

程に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理による金利スワップであ

るため、有効性の評価は省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

(6)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理について 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） ―――――――― 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12

月９日企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、125,091百万

円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 

    

 （分譲事業における広告宣伝費の計上時期の変更）   ―――――――― 

 当連結会計年度より、分譲事業に係る広告宣伝費計上

時期について、従来の発生時から竣工引渡時に変更して

おります。この変更は、当社分譲事業の拡大に伴い、販

売開始から引渡しまでの期間が長期化するマンションの

供給が増加する傾向にあることから、分譲事業収益と広

告宣伝費の計上時期を対応させ、適切な期間損益対応を

図るため変更したものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して

販売費及び一般管理費は、515百万円減少し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は同額増加し、当

期純利益は、305百万円増加しております。 

 

    

 （特定目的会社等を利用した不動産事業に係る損益の 

 計上区分変更） 

  ―――――――― 

 特定目的会社を利用した不動産事業に係る損益は、従

来、営業外損益に計上しておりましたが、当連結会計年

度より、営業損益として計上する方法に変更いたしまし

た。 

  これは、平成18年６月22日開催の当社定時株主総会に

おいて定款に一部変更が承認可決され、新たな事業目的

として「特定目的会社、特別目的会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則に定める会社）及び

不動産投資信託に対する出資並びに出資持分の売買、仲

介及び管理」を追加し、同取引を営業取引として行うこ

ととしたために変更するものであります。 

  ただし、持分法適用会社に係る損益は、連結財務諸表

規則第57条及び第58条により、従来どおり営業外損益と

しております。 

  この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て、営業収益は24百万円、営業総利益及び営業利益はそ

れぞれ22百万円増加しておりますが、経常利益、税金等

調整前当期純利益及び当期純利益に与える影響はありま

せん。 

  なお、セグメント情報に与える影響については、セグ

メント情報に記載しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

 （役員賞与に関する会計基準） ―――――――― 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。 

  この変更が損益に与える影響は軽微であります。 

 

    

 （金融商品に関する会計基準）   ―――――――― 

 当連結会計年度より、改正後の「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第10号 

平成18年８月11日）を適用しております。 

  社債は、償却原価法（定額法）に基づいて算定された

価額をもって連結貸借対照表価額としております。 

  この変更が損益に与える影響はありません。 

 

  

  ―――――――― 

  

 （リース取引に関する会計基準） 

   「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13

 号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部  

 会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引 

  に 関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指 

  針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会計 

  制度委員会）、平成19年3月30日改正））が平成19年４ 

  月１日以後開始する連結会計年度から適用すること 

  ができることになったことに伴い、当連結会計年度よ 

  り、同会計基準及び同適用指針を適用しております。 

  これにより営業利益及び経常利益に与える影響は軽 

  微でありますが、税金等調整前当期純利益は、171百万

  円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響については、セ 

 グメント情報に記載しております。 

 

  

- 33 -

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱（8933）　平成20年３月期決算短信



表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（連結貸借対照表）   ――――――――― 

  前連結会計年度において、「１年以内返済予定の長期

借入金」は「短期借入金」に含めて表示しておりました

が、当連結会計年度より独立掲記しております。 

  これは、短期借入金と長期借入金を区分し、より詳細

に表示するためであります。 

  なお、前連結会計年度における「１年以内返済予定の

長期借入金」は32,457百万円であります。 

 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式）    1,287百万円

投資有価証券（優先出資証券）   7,224百万円

計    8,511百万円

投資有価証券（株式）    1,362百万円

計    1,362百万円

※２担保に供している資産及び担保を付している債務 

(1) 担保に供している資産及びその他の金額 

現金・預金（３ヶ月以内）   446百万円

受取手形及び営業未収入金    16百万円

たな卸資産     13,579百万円

その他流動資産         65百万円

建物及び構築物      128,648百万円

土地          15,936百万円

その他有形固定資産    3百万円

計   158,696百万円

※２担保に供している資産及び担保を付している債務 

(1) 担保に供している資産及びその他の金額 

たな卸資産      13,172百万円

建物及び構築物      121,170百万円

土地           13,189百万円

計   147,532百万円

 なお、共同事業者と共有で取得した、たな卸資産434百

万円について共同事業者の割賦債務に対し抵当権が設定

されておりましたが、平成19年４月２日付で解消してお

ります。 

(2) 担保に係る債務の金額 

  

  

  

  

(2) 担保に係る債務の金額 

  

社債      3,000百万円

1年以内返済長期借入金           5,104百万円

長期借入金  41,762百万円

計   49,866百万円   

1年以内返済長期借入金          10,073百万円

長期借入金    31,689百万円

計    41,762百万円
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

広告宣伝費      510百万円

給与、手当及び賞与      3,498百万円

退職給付費用    197百万円

役員退職慰労引当金繰入額   38百万円

業務委託費      2,533百万円

租税公課      1,083百万円

移転補償費       775百万円

広告宣伝費        1,817百万円

給与、手当及び賞与        3,970百万円

退職給付費用       220百万円

役員退職慰労引当金繰入額     23百万円

業務委託費        2,370百万円

租税公課      1,852百万円

         

※２ 固定資産売却益の内訳 

土地      306百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物         506百万円

土地 △427百万円

合計 79百万円

        建物と土地が一体となった固定資産を売却した際、

     建物部分については売却益、土地部分については売却

     損が発生しているため、売却損益を通算して固定資産

     売却益を計上しております。 

     

 ※３            ――――――――― ※３ 固定資産売却損の内訳 

  

建物及び構築物         5百万円

合計 5百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物    739百万円

構築物  6百万円

撤去費用    625百万円

工具、器具及び備品等    61百万円

計      1,432百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物       910百万円

構築物   12百万円

機械及び装置  35百万円

撤去費用       731百万円

工具、器具及び備品等      35百万円

計        1,724百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）平成19年１月１日付で、株式１株につき５株の株式分割を実施したことによる増加であります。 

  

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式 （注） 658,240 2,632,960 － 3,291,200 

合計 658,240 2,632,960 － 3,291,200 

 株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式  － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 1,645 2,500 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

平成18年11月１日 

取締役会 
普通株式 1,645 2,500 平成18年９月30日 平成18年12月４日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 1,645 利益剰余金 500 平成19年３月31日 平成19年６月22日
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当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

  

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式  3,291,200 － － 3,291,200 

合計 3,291,200 － － 3,291,200 

 株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式  － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 1,645 500 平成19年３月31日 平成19年６月22日 

平成19年11月１日 

取締役会 
普通株式 1,645 500 平成19年９月30日 平成19年12月5日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月19日 

定時株主総会 
普通株式 2,303 利益剰余金 700 平成20年３月31日 平成20年６月20日

- 37 -

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱（8933）　平成20年３月期決算短信



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の内訳 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  2,057百万円

預け入れ期間が３ヶ月を超える定期

預金 
  △23百万円

流動資産「その他」に含まれる３ヶ

月未満の短期投資 
220百万円

現金及び現金同等物  2,255百万円

現金及び預金勘定  9,577百万円

預け入れ期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△2,223百万円

流動資産「その他」に含まれる３

ヶ月未満の短期投資 
 7,747百万円

現金及び現金同等物 15,101百万円

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

――――――――― ※   優先出資証券の取得により新たに連結子会社となっ

た会社の資産及び負債の主な内訳 

       優先出資証券の取得により新たにユーディーエック 

   ス特定目的会社を連結したことに伴う連結開始時の 

   資産及び負債の内訳並びにユーディーエックス特定 

   目的会社優先出資証券の取得価額とユーディーエッ 

   クス特定目的会社取得のための支出（純額）との関 

   係は次のとおりであります。 

  流動資産  8,066百万円

固定資産 234,900百万円

流動負債  △2,719百万円

固定負債  △136,510百万円

負ののれん  △38,530百万円

少数株主持分  △41,494百万円

優先出資証券取得価額  23,712百万円

前期以前出資分   △7,272百万円

当期追加出資額  16,440百万円

ユーディーエックス特定目的会社

の現金及び現金同等物  
△5,629百万円

差引：ユーディエックス特定目的

会社取得のための支出  

10,810百万円
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（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

  

  

（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

     ２．その他有価証券で時価のあるもの 

  種類 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

 連結貸借対照
  表計上額 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 連結貸借対照 
 表計上額  

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの 

             

(2）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― 4,214 4,342 127 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― 4,214 4,342 127 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの 

             

(1）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 ― ― ― 4,214 4,342 127 

  種類 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 953 1,453 499 953 1,178 225 

(2）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 953 1,453 499 953 1,178 225 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 ― ― ― ― ― ― 

(2）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 953 1,453 499 953 1,178 225 
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 ３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

４．時価評価されていない有価証券 

    ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

１．ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

前連結会計年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

売却額 

（百万円）  

売却益の合計 

（百万円）  

売却損の合計 

（百万円）  

売却額 

（百万円）  

売却益の合計 

（百万円）  

売却損の合計 

（百万円）  

125 ― ― ― ― ― 

  

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券     

非上場株式 317 313 

非上場優先出資証券 ― ― 

匿名組合出資金 10,139 7,568 

  
１年以内 
（百万円） 

 １年超５年以内 
（百万円）  

５年超10年以内  
（百万円）  

10年超 
（百万円） 

1.債券         

（1）国債・地方債等 ― 4,200 ― ― 

（2）社債 ― ― ― ― 

（3）その他 ― ― ― ― 

2.その他  ― ― ― ― 

 合計 ― 4,200 ― ― 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚

生年金基金制度、規約型企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。 

    当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企 

  業年金基金制度、規約型企業年金制度及び退職一時金制 

  度を設けております。 

  
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

  （百万円） （百万円）

(1）退職給付債務 △9,487 △8,660 

(2）年金資産 5,375 4,522 

(3）未積立退職給付債務（1）＋（2） △4,111 △4,137 

(4) 未認識数理計算上の差異 △1,122 △846 

(5) 未認識過去勤務債務 3 △0 

(6）退職給付引当金（3）＋（4）＋（5） △5,231 △4,984 

  
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  （百万円） （百万円）

(1）勤務費用 319 309 

(2）利息費用 212 201 

(3）期待運用収益 △124 △118 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 △110 △71 

(5）過去勤務債務の費用処理額 0 0 

(6）従業員拠出額 △16 △14 

(7）退職給付費用 282 304 

  
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2）割引率   2.5％ 2.5％ 

(3）期待運用収益率  2.5％ 2.5％ 

(4）過去勤務債務の額の処理年数   11.2年～11.5年 11.2年～11.5年 

(5）数理計算上の差異の処理年数 9.6年～13.2年 9.6年～13.2年 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払賞与損金算入限度超過額    155百万円

未払事業税    376百万円

未払不動産取得税     56百万円

その他 137百万円

計 725百万円

   

繰延税金資産（固定）  

土地評価損否認     2,455百万円

未使用容積償却否認  1,388百万円

退職給付引当金      2,124百万円

減損損失否認 626百万円

その他 399百万円

計 6,994百万円

   

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金   △3,416百万円

その他     △277百万円

計   △3,693百万円

繰延税金資産（固定）の純額      3,301百万円

繰延税金資産（流動）  

未払賞与損金算入限度超過額       175百万円

未払事業税       622百万円

未払不動産取得税       256百万円

その他    117百万円

計    1,172百万円

   

繰延税金資産（固定）  

土地評価損否認      2,455百万円

未使用容積償却否認     1,521百万円

退職給付引当金      2,025百万円

減損損失否認    609百万円

損失補償金   1,322百万円

その他    383百万円

計    8,317百万円

   

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金   △3,819百万円

固定資産評価差額   △61,191百万円

その他 △182百万円

計   △65,192百万円

繰延税金負債（固定）の純額   △56,876百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

同左 
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（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

不動産賃貸事業  土地、建物等の賃貸 

分譲事業     住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売 

その他の事業   請負工事、不動産の運営管理受託等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,273百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,507百万円であり、その主なものは当社の余

資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。 

 ５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

      ６.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より分譲事業 

      の広告宣伝費の計上基準の変更をしております。この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった 

      場合と比べ、「分譲事業」について営業費用が515百万円減少、営業利益が515百万円増加しております。 

  ７.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より特定目的 

   会社等を利用した不動産事業に係る損益の計上方法を変更しております。この変更に伴い、前連結会計年 

   度と同一の方法によった場合と比べ、「不動産賃貸事業」について営業収益が24百万円増加、営業利益が 

   22百万円増加しております。 

  
不動産賃貸
事業 
（百万円） 

分譲事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．営業収益及び営業損益             

営業収益             

(1)外部顧客に対する営業収益 85,098 32,680 10,436 128,215 － 128,215 

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
213 － 3,088 3,301 (3,301)  － 

計 85,312 32,680 13,524 131,517 (3,301)  128,215 

営業費用 62,127 27,451 12,573 102,152 971  103,124 

営業利益 23,184 5,228 951 29,365 (4,273)  25,091 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 480,612 88,606 7,122 576,340 5,507 581,848 

減価償却費 23,468 2 7 23,477 179 23,657 

減損損失  － － － － － － 

資本的支出 48,466 4 20 48,491 97 48,589 
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当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

不動産賃貸事業  土地、建物等の賃貸 

分譲事業     住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売 

その他の事業   請負工事、不動産の運営管理受託等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,873百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,671百万円であり、その主なものは当社の余

資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。 

 ５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

      ６.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人税 

      法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく 

      減価償却方法により減価償却費を計上しております。この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によ 

      った場合と比べ、「不動産賃貸事業」について営業費用が90百万円増加、営業利益が同額減少しておりま 

      す。 

  ７.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース 

   取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19 

   年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平 

   成６年１月18日（日本公認会計士協 会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））が平成19年４月１日以 

   後開始する連結会計年度から適用すること ができることになったことに伴い、当連結会計年度より、同会 

   計基準及び同適用指針を適用しております。 

    これにより営業利益に与える影響は軽微であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日 至

平成20年３月31日） 

 当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

ｃ．海外売上高 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日 至

平成20年３月31日） 

 当社は、海外営業収益がないため、該当事項はありません。 

  
不動産賃貸
事業 
（百万円） 

分譲事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．営業収益及び営業損益             

営業収益             

(1)外部顧客に対する営業収益 89,679 38,414 10,111 138,206 － 138,206 

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
237 0 3,734 3,971 (3,971) － 

計 89,917 38,415 13,845 142,178 (3,971) 138,206 

営業費用 63,891 31,821 12,872 108,585 902  109,488 

営業利益 26,025 6,593 973 33,592 (4,873) 28,718 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 756,955 128,258 10,439 895,654 4,671 900,325 

減価償却費 22,924 8 60 22,992 253 23,246 

減損損失  － － － － － － 

資本的支出 76,458 5 24 76,489 224 76,713 
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（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

兄弟会社等 

 （注）１．土地の購入については、市場価格を勘案し決定しております。 

２．エヌ・ティ・ティ・ファイナンス㈱からの借入金については、金銭消費貸借契約により行っており、市中 

  金利を勘案しエヌ・ティ・ティ・ファイナンス㈱と利率を決定しております。 

３．エヌ・ティ・ティ・リース㈱は、平成18年7月1日にエヌ・ティ・ティ・ファイナンス㈱に社名を変更しま 

  した。 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

兄弟会社等 

 （注）１．土地の購入については、市場価格を勘案し決定しております。 

２．エヌ・ティ・ティ・ファイナンス㈱からの借入金については、金銭消費貸借契約により行っており、市中 

  金利を勘案しエヌ・ティ・ティ・ファイナンス㈱と利率を決定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社の

子会社 

西日本電信電

話㈱ 

大阪市 

中央区 
312,000 

西日本地域

における電

気通信業務 

  

― ― 

不動産

の取得

及び貸

借 

販売用土

地の購入 

土地の 

購入  

10,235 

5,645 

営業 

未払金 

その他 

流動負

債 

10,100 

5,383 

親会社の

子会社 

エヌ・ティ・

ティ・ファイ

ナンス㈱（旧

エヌ・ティ・

ティ・リース

㈱） 

東京都 

港区 
6,773 

総合リース

業 

 （所有） 

1.4 
―  借入 

短期 

借入金 

長期 

借入金 

－ 

8,000 

  

短期 

借入金 

長期 

借入金 

2,842 

44,200 

親会社の

子会社 

 エヌ・テ

ィ・ティ・コ

ミュニケーシ

ョンズ㈱ 

東京都 

千代田区  
211,763 

長距離・国

際通信  
― ― 

不動産

の取得

及び貸

借 

販売用土

地の購入 
6,514 

営業 

未払金 
6,514 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の

子会社 

西日本電信電

話㈱ 

大阪市 

中央区 
312,000 

西日本地域

における電

気通信業務 

  

― ― 

不動産

の取得

及び貸

借 

販売用土

地の購入 

土地の 

購入  

13,791 

210 

営業 

未払金 

その他 

流動負

債 

13,791 

210 

親会社の

子会社 

エヌ・ティ・

ティ・ファイ

ナンス㈱ 

東京都 

港区 
6,773 

総合リース

業 

 （所有） 

1.4 
―  借入 

長期 

借入金 27,000 
長期 

借入金 
71,200 
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（１株当たり情報） 

 （注）１株当たりの当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

その他 

  

 訴訟 

  当社は、テナントの民事再生法適用に伴って解除された定期賃貸借契約に関して、解約違約金に充当するために留保

 している敷金223百万円の返還を求める訴訟を提起されており、今後の訴訟の展開により敷金相当額223百万円の返還義

  務が生じる可能性があります。 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額      38,007円98銭

１株当たり当期純利益金額       3,948円64銭

１株当たり純資産額      41,442円57銭

１株当たり当期純利益金額      4,484円09銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
 当社は、平成19年1月1日付で株式１株につき５株の株

式分割を行っております。   

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報は、以下の

とおりとなります。 

  

１株当たり純資産額      35,153円14銭

１株当たり当期純利益金額       3,440円21銭

 

  
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当期純利益（百万円） 12,995 14,758 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 12,995 14,758 

期中平均株式数（株） 3,291,200 3,291,200 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

  平成19年４月17日、厚生労働省に対し、厚生年金基金の

代行部分について過去分返上の認可申請を行いました。 

  ――――――――― 
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５．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

    
第22期 

（平成19年３月31日） 
第23期 

（平成20年３月31日） 
増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％）

（資産の部）                   

Ⅰ 流動資産                   

１．現金及び預金     107     82       

２．営業未収入金     5,395     4,373       

３．販売用不動産     540     4,001       

４．仕掛不動産 ※１   68,936     102,772       

５．未成工事支出金     48     64       

６．貯蔵品     22     30       

７．前払費用     340     525       

８．繰延税金資産     667     1,118       

９．その他     2,517     8,330       

貸倒引当金     △ 1     －       

流動資産合計     78,573 13.8   121,299 18.0 42,725 54.4 

Ⅱ 固定資産                   

１．有形固定資産                   

(1）建物 ※１ 595,230     612,152         

減価償却累計額   290,065 305,164   306,996 305,155       

(2）構築物   15,899     15,949         

減価償却累計額   10,055 5,844   10,514 5,435       

(3）機械及び装置   13,798     13,798         

減価償却累計額   10,378 3,420   10,726 3,072       

(4）工具、器具及び備
品   13,232     13,507         

減価償却累計額   9,970 3,261   10,267 3,240       

(5）土地 ※１   98,977     161,783       

(6）リース資産    －     637         

  減価償却累計額   － －   386 250       

(7）建設仮勘定     14,083     246       

有形固定資産合計     430,752 75.9   479,185 71.0 48,432 11.2 

 

- 47 -

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱（8933）　平成20年３月期決算短信



    
第22期 

（平成19年３月31日） 
第23期 

（平成20年３月31日） 
増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％） 

２．無形固定資産                   

(1）借地権     1,129     1,153       

(2）ソフトウェア     326     389       

(3）リース資産     －     21       

(4）その他     236     197       

無形固定資産合計     1,693 0.3   1,762 0.2 68 4.1 

３．投資その他の資産                   

(1）投資有価証券     11,910     9,060       

(2）関係会社株式     1,035     1,035       

(3）その他の関係会社
有価証券     14,141     31,834       

(4）出資金     15     15       

(5）破産更生債権     3     2       

(6）長期前払費用     20,070     19,261       

(7）差入敷金保証金     6,432     7,279       

(8）繰延税金資産     3,214     4,218       

(9）その他     208     208       

貸倒引当金     △3     △2       

投資その他の資産合
計     57,028 10.0   72,912 10.8 15,884 27.9 

固定資産合計     489,474 86.2   553,860 82.0 64,385 13.2 

資産合計     568,048 100.0   675,159 100.0 107,111 18.9 
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第22期 

（平成19年３月31日） 
第23期 

（平成20年３月31日） 
増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％） 

（負債の部）                   

Ⅰ 流動負債                   

１．営業未払金     21,123     26,617       

２．短期借入金     7,842     －       

３．リース債務      －     125       

４．１年以内返済予定の
長期借入金 

※１   26,010     39,789       

５．１年以内償還予定の
社債     9,300     10,000       

６．コマーシャルペーパ
ー      －     10,000       

７．未払金     11,277     8,616       

８．未払費用     1,472     1,595       

９．未払法人税等     3,917     7,291       

10．前受金     8,712     8,335       

11．預り金     2,251     1,415       

12．その他     4,016     3,746       

流動負債合計     95,925 16.9   117,532 17.4 21,607 22.5 

Ⅱ 固定負債                   

１．社債     29,992     19,993       

２．長期借入金 ※１   207,945     293,155       

３．リース債務     －     279       

４．長期未払金     886     697       

５．退職給付引当金     4,757     4,521       

６．役員退職慰労引当金     142     －       

７．受入敷金保証金     105,395     105,249       

８．その他     4     3       

固定負債合計     349,123 61.4   423,900 62.8 74,777 21.4 

負債合計     445,048 78.3   541,433 80.2 96,385 21.7 
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第22期 

（平成19年３月31日） 
第23期 

（平成20年３月31日） 
増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％）

（純資産の部）                   

Ⅰ 株主資本                   

１．資本金     48,760 8.6   48,760 7.2 － － 

２．資本剰余金                   

(1）資本準備金   34,109     34,109         

資本剰余金合計      34,109 6.0   34,109 5.1 － － 

３．利益剰余金                   

(1）利益準備金   3,437     3,437         

(2）その他利益剰余金                   

別途積立金   5,000     5,000         

固定資産圧縮積立
金   4,978     5,526         

繰越利益剰余金   26,417     36,758         

利益剰余金合計      39,833 7.0   50,722 7.5 10,889 27.3 

株主資本合計     122,703 21.6   133,592 19.8 10,889 8.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                   

１．その他有価証券評価
差額金     296 0.1   133 0.0 △162 54.9 

評価・換算差額等合計     296 0.1   133 0.0 △162 54.9 

純資産合計     122,999 21.7   133,726 19.8 10,726 8.7 

負債純資産合計     568,048 100.0   675,159 100.0 107,111 18.9 
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(2）損益計算書 

    
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％）

Ⅰ 営業収益                   

１．不動産賃貸事業収益   84,985     89,380         

２．分譲事業収益   32,680     38,415         

３．その他の事業収益   1,412 119,077 100.0 956 128,751 100.0 9,673 8.1 

Ⅱ 営業原価                   

１．不動産賃貸事業原価   57,944     59,602         

２．分譲事業原価   25,443     28,147         

３．その他の事業原価   936 84,324 70.8 507 88,257 68.5 3,932 4.7 

営業総利益     34,753 29.2   40,494 31.5 5,741 16.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１    10,486 8.8   12,557 9.8 2,070 19.7 

営業利益     24,266 20.4   27,937 21.7 3,671 15.1 

Ⅳ 営業外収益                   

１．受取利息   9     3         

２．受取配当金   1,585     2,183         

３．受取分担金   39     112         

４．固定資産受贈益   32     67         

５．その他   85 1,754 1.5 248 2,615 2.0 861 49.1 
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第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

増減

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

前期比
（％）

Ⅴ 営業外費用                   

１．支払利息   3,491     4,244         

２．社債利息   300     615         

３．その他   113 3,906 3.3 273 5,134 4.0 1,228 31.4 

経常利益     22,114 18.6   25,418 19.7 3,304 14.9 

Ⅵ 特別利益                   

１．固定資産売却益 ※２ 306     2         

２．厚生年金基金代行返
上益    － 306 0.2 526 529 0.4 222 72.8 

Ⅶ 特別損失                   

１．固定資産売却損 ※３ －     5         

２．固定資産除却損 ※４ 1,432     1,724         

３．リース会計基準適用
に伴う影響額    －     126         

４．その他   － 1,432 1.2 9 1,866 1.4 434 30.3 

税引前当期純利益     20,988 17.6   24,081 18.7 3,093 14.7 

法人税、住民税及び
事業税   7,535     11,244         

法人税等調整額   927 8,462 7.1 △1,343 9,901 7.7 1,439 17.0 

当期純利益     12,526 10.5   14,180 11.0 1,654 13.2 
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不動産賃貸事業原価明細書 

分譲事業原価明細書 

 （注） 原価計算方法は、個別原価計算によっております。 

その他の事業原価明細書 

    
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ 人件費   464 0.8 365 0.6 △98

Ⅱ 減価償却費   22,235 38.3 21,749 36.5 △485

Ⅲ 租税公課   7,051 12.2 7,235 12.1 183 

Ⅳ 業務委託費   9,771 16.9 10,172 17.1 401 

Ⅴ その他   18,422 31.8 20,078 33.7 1,656 

計   57,944 100.0 59,602 100.0 1,657 

    
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ 土地代   11,321 44.5 10,825 38.5 △496

Ⅱ 人件費   20 0.1 48 0.2 27 

Ⅲ 諸経費   14,101 55.4 17,273 61.3 3,172 

計   25,443 100.0 28,147 100.0 2,703 

    
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ 人件費   91 9.8 62 6.8 △29

Ⅱ 諸経費   844 90.2 444 93.2 △399

計   936 100.0 507 100.0 △428
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(3）株主資本等変動計算書 

第22期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 別途 

積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 － 34,109 3,437 5,000 2,624 19,610 30,672 113,542 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）               △1,645 △1,645 △1,645 

役員賞与（注）               △74 △74 △74 

中間配当               △1,645 △1,645 △1,645 

固定資産圧縮積立金 
積立（前期分）（注）             1,634 △1,634 － － 

固定資産圧縮積立金 
取崩し（前期分）（注）             △21 21 － － 

固定資産圧縮積立金 
積立（当期分）             765 △765 － － 

固定資産圧縮積立金 
取崩し（当期分）             △24 24 － － 

当期純利益               12,526 12,526 12,526 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）                     

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － － 2,353 6,806 9,160 9,160 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 － 34,109 3,437 5,000 4,978 26,417 39,833 122,703 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 526 526 114,069 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △1,645 

役員賞与（注）     △74 

中間配当     △1,645 

固定資産圧縮積立金 
積立（前期分）（注）     － 

固定資産圧縮積立金 
取崩し（前期分）（注）     － 

 固定資産圧縮積立金 
積立（当期分）     － 

固定資産圧縮積立金 
取崩し（当期分）     － 

当期純利益     12,526 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△230 △230 △230 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△230 △230 8,930 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 296 296 122,999 
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第23期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計   別途 

 積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 ― 34,109 3,437 5,000 4,978 26,417 39,833 122,703 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当               △1,645 △1,645 △1,645 

中間配当               △1,645 △1,645 △1,645 

固定資産圧縮積立金 
積立             591 △591 ― ― 

固定資産圧縮積立金 
取崩し             △43 43 ― ― 

当期純利益               14,180 14,180 14,180 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）                     

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― ― ― ― 548 10,340 10,889 10,889 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 48,760 34,109 ― 34,109 3,437 5,000 5,526 36,758 50,722 133,592 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 296 296 122,999 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当     △1,645 

中間配当     △1,645 

固定資産圧縮積立金 
積立     － 

固定資産圧縮積立金 
取崩し     － 

当期純利益     14,180 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△162 △162 △162 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△162 △162 10,726 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 133 133 133,726 

- 55 -

エヌ・ティ・ティ都市開発㈱（8933）　平成20年３月期決算短信



重要な会計方針 

項目 
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 同左 

  ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。  

② 時価のないもの 

同左 

  

 なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの）については、入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。  

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

 原則として時価法を採用しておりま

す。 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 販売用不動産、仕掛不動産及び未成工

事支出金については、個別法による原価

法を採用しております。 

 貯蔵品については、最終仕入原価法を

採用しております。 

同左 
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項目 
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、ＮＴＴ幕張ビル、グランパ

ークビル及び基町クレドビル並びに平

成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物          15～50年 

構築物         15～50年 

機械及び装置      ５～17年 

工具、器具及び備品   ２～20年 

  

―――――――― 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計処理の変更） 

   当社は、法人税法の改正に伴い、当事業

 年度より、平成19年４月１日以降に取得し

 た有形固定資産について、改正後の法人税

 法に基づく減価償却方法により減価償却費

 を計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引 

 前当期純利益は、それぞれ90百万円減少し

 ております。 

 （追加情報） 

    当社は、法人税法の改正に伴い、当事 

  業年度より、平成19年３月31日以前に取 

  得した資産については、改正前法人税法 

  に基づく減価償却方法の適用により取得 

  価額の5％に到達した事業年度の翌事業年

  度より、取得価額の5％相当額と備忘価額

  との差額を5年間にわたり均等償却し、減

  価償却費に含めて計上しております。 

    これにより営業利益、経常利益及び、 

 税引前当期純利益は、304百万円減少して

 おります。 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）で償却しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

  (4）         ――――――  (4）リース資産  

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法を採用しておりま

す。 
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項目 
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れに備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間に基づく年数に

よる定額法により費用処理することと

しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間に基づく年数による定額法により

翌事業年度から費用処理することとし

ております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

   （追加情報） 

  当社において、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の代行部

分について、平成15年９月１日に厚生

労働大臣から将来分支給義務免除の認

可を受けました。 

当事業年度末日現在において測定さ

れた返還相当額（最低責任準備金）は

786百万円であり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支払が当事業年

度末日に行われたと仮定して「退職給

付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号）第44－２項を適用

した場合に生じる利益の見込額は768

百万円であります。 

 （追加情報） 

 当社において、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成15年９月１日に厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の認可

を受け、平成19年7月１日に過去分返上

の認可を受けて、平成20年2月26日に国

に返還額（最低責任準備金）の納付を

行いました。 

 これに伴い、厚生年金基金の代行返

上に伴う利益526百万円を特別利益に計

上しております。 

  

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

  当社については、平成19年６月に役 

  員退職慰労金制度を廃止しており、平 

  成19年７月以降対応分については引当 

  金計上を行っておりません。 
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項目 
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

――――――― 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

 なお、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ― 金利スワップ 

ヘッジ対象 ― 借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ― 同左 

ヘッジ対象 ― 同左 

  (3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する内部規程

に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理による金利スワップである

ため、有効性の評価は省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更 

第22期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） ――――――――― 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

従来の資本の部に相当する金額は、純資産の部と同額であ

ります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

 

    

（分譲事業における広告宣伝費の計上時期の変更） ――――――――― 

 当事業年度より、分譲事業に係る広告宣伝費計上時期に

ついて、従来の発生時から竣工引渡時に変更しておりま

す。 

 この変更は、当社分譲事業の拡大に伴い、販売開始から

引渡しまでの期間が長期化するマンションの供給が増加す

る傾向にあることから、分譲事業収益と広告宣伝費の計上

時期を対応させ、適切な期間損益対応を図るため変更した

ものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して販

売費及び一般管理費は、515百万円減少し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益は同額増加し、当期純利益

は、305万円増加しております。 

 

    

(特定目的会社等を利用した不動産事業に係る損益の計上

区分変更） 

――――――――― 

 特定目的会社を利用した不動産事業に係る損益は、従

来、営業外損益に計上しておりましたが、当事業年度より

営業損益として計上する方法に変更いたしました。 

 これは、平成18年６月22日開催の当社定時株主総会にお

いて定款に一部変更が承認可決され、新たな事業目的とし

て「特定目的会社、特別目的会社（財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則に定める会社）及び不動産投

資信託に対する出資並びに出資持分の売買、仲介及び管

理」を追加し、同取引を営業取引として行うこととしたた

めに変更するものであります。 

 

 ただし、関連会社に係る受取配当金は、従来どおり営業

外損益としております。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、

営業収益は24百万円、営業費用は211百万円増加し、営業

総利益及び営業利益は186百万円減少しておりますが、経

常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。
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第22期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（役員賞与に関する会計基準） ――――――――― 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 この変更が損益に与える影響は軽微であります。 

 

    

（金融商品に関する会計基準） ――――――――― 

 当事業年度より、改正後の「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第10号 平成18

年８月11日）を適用しております。 

社債は、償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額

をもって貸借対照表価額としております。 

 この変更が損益に与える影響はありません。 

  

  

  

 ―――――――――   （リース取引に関する会計基準） 

  「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13  

 （平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成  

  19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基 

  準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６ 

  年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、 

  平成19年3月30日改正））が平成19年４月１日以後開始す

  る事業年度から適用することができることになったこと 

 に伴い、当事業年度より、同会計基準及び同適用指針を 

 適用しております。 

    これにより営業利益及び経常利益に与える影響は軽微 

 でありますが、税引前当期純利益は、132百万円減少して

 おります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第22期 
（平成19年３月31日） 

第23期 
（平成20年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産の内容及びその金額  

仕掛不動産    434百万円

建物 127,481百万円

土地   13,189百万円

計 141,105百万円

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産の内容及びその金額  

建物   12,170百万円

土地   13,189百万円

計  134,360百万円

 なお、共同事業者と共有で取得した、仕掛不動産につい

て共同事業者の割賦債務に対し抵当権が設定されており

ましたが平成19年４月２日付で解消しております。 

 

(2) 担保に係る債務の総額 

１年以内返済予定の長期借入金 5,104百万円

長期借入金   34,012百万円

計   39,116百万円

(2) 担保に係る債務の総額 

１年以内返済予定の長期借入金    4,923百万円

長期借入金   29,089百万円

計   34,012百万円
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（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第22期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

第23期（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省力しております。 

第22期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１   販売管理費及び一般管理費の主要な費目及び金 

      額は次のとおりであります。 

広告宣伝費          505百万円

給与、手当及び賞与   3,102百万円

業務委託費 2,391百万円

租税公課       1,035百万円

賠償及び補償費   775百万円

         

※１   販売管理費及び一般管理費の主要な費目及び金 

      額は次のとおりであります。 

広告宣伝費       1,813百万円

給与、手当及び賞与   3,432百万円

業務委託費 2,434百万円

租税公課       1,833百万円

         

    

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

土地      306百万円

計      306百万円

建物         2百万円

計         2百万円

    

 ※３ 固定資産売却損の内訳  

  ――――――――― 

 ※３ 固定資産売却損の内訳 

建物         5百万円

計         5百万円

    

 ※４ 固定資産除却損の内訳   

建物    739百万円

構築物  6百万円

撤去費用    625百万円

工具、器具及び備品等    61百万円

計      1,432百万円

 ※４  固定資産除却損の内訳 

建物       910百万円

構築物   12百万円

機械及び装置  35百万円

撤去費用       731百万円

工具、器具及び備品等      35百万円

計        1,724百万円
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（有価証券関係） 

 第22期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び第23期（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

第22期 
（平成19年３月31日） 

第23期 
（平成20年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払賞与損金算入限度超過額    122百万円

未払事業税    353百万円

未払不動産取得税    56百万円

その他   134百万円

計      667百万円

   

繰延税金資産（固定）  

減損損失否認    626百万円

土地評価損否認    2,455百万円

未使用容積償却否認    1,388百万円

退職給付引当金    1,935百万円

その他    427百万円

計    6,834百万円

    

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金  △3,416百万円

その他 △203百万円

計 △3,619百万円

繰延税金資産（固定）の純額    3,214百万円

繰延税金資産（流動）  

未払賞与損金算入限度超過額      135百万円

未払事業税   612百万円

その他  369百万円

計   1,118百万円

   

繰延税金資産（固定）  

減損損失否認  609百万円

土地評価損否認    2,455百万円

未使用容積償却否認    1,521百万円

退職給付引当金    1,840百万円

損失補償金     1,322百万円

その他     381百万円

計    8,129百万円

    

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金  △3,819百万円

その他  △91百万円

計  △3,910百万円

繰延税金資産（固定）の純額    4,218百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 同左 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

その他 

  

 訴訟 

  当社は、テナントの民事再生法適用に伴って解除された定期賃貸借契約に関して、解約違約金に充当するために留保

 している敷金223百万円の返還を求める訴訟を提起されており、今後の訴訟の展開により敷金相当額223百万円の返還義

  務が生じる可能性があります。 

第22期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額        37,372円34銭

１株当たり当期純利益金額      3,805円99銭

１株当たり純資産額    40,631円41銭

１株当たり当期純利益金額    4,308円57銭

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  当社は、平成19年1月1日付で株式１株につき５株の株

式分割を行っております。   

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報は、以下のとお

りとなります。 

 

１株当たり純資産額        34,658円88銭

１株当たり当期純利益金額      3,320円62銭

 

  
第22期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当期純利益（百万円） 12,526 14,180 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） －  －  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 12,526 14,180 

期中平均株式数（株） 3,291,200 3,291,200 

第22期 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日） 

第23期 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成20年３月31日） 

  平成19年４月17日、厚生労働省に対し、厚生年金基金の

代行部分について過去分返上の認可申請を行いました。 

   ――――――――― 
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